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 我が国では急速に高齢化が進んでおり、本県においても、いわゆる「団塊の世代」の全員が７５歳以上と

なる２０２５年（平成３７年）には、年齢構成などの人口構造の変化に伴う医療・介護の需要の大きな変化が

見込まれている中で、医療や介護を必要とする県民が、できる限り住み慣れた地域で必要なサービスの提

供を受けられる体制を確保する必要がある。 

 そのために、限られた医療資源の機能分化と連携を進めて、効率的な医療提供体制を構築を目指す。 

地域医療構想とは 

目的 

 

① 構想区域の設定 

• 地域の特性を踏まえた医療提供体制を構

築する 

② 医療機能ごとの医療需要及び必要病床

数の推計 

• 高度急性期、急性期、回復期、慢性期の

４機能に区分 

③ 在宅医療等の必要量の推計 

④ 各構想区域において目指すべき医療提

供体制 

構成 
 

 

構想実現のための取組 

医療機関の自主的な取組 

地域医療構想調整
会議での医療機関
相互の協議 

地域医療介護総合
確保基金の活用 

病床機能報告結果と必要病床数との比較  

１ 



地域医療構想の位置付け 

 ・医療法の改正（平成27年４月施行）により、第７次地域保健医療計画の一部として、目指すべき将来の 

  医療供給体制を「地域医療構想」として策定することとされた。 

 ・ 「社会保障制度改革国民会議報告書」（平成25年8月）において、地域医療構想については 「次期医療 

  計画の策定時期を待たずに速やかに策定、実行に移していくことが望ましい」 とされた。 

 
 

第7次地域保健医療計画 
（6か年） 

・ 【計画の構成】を継承 
・国が今後定める基本方針を基に、平成35年度末の 
  保健医療体制のあるべき姿を示す 
・地域医療構想の実現に向けた計画として策定 

 

 
 

未定 
 

 
 

平成36年度 
（2023年度） 

平成30年度 
（2018年度） 

地 域 医 療 構 想 

前倒しで策定 
進捗状況を議会・ 

医療審議会等で報告 
 
・適切な病床機能分化 
・必要病床の整備 
・在宅療養の充実 

第8次地域保健医療計画 第6次地域保健医療計画 
（5か年） 

【計画の構成】 
・5疾病5事業 
・在宅医療の提供体制 
・生涯を通じた健康づくり 
                など 

将来像 
（平成37(2025)年） 

平成25年度 
（2013年度） ２ 



本 県 の 概 況 

２０１３年 ⇒ ２０２５年 
 
・全人口は３．９％の減少 
・７５歳以上人口は７９．７％の増加 

○ 将来人口の見通し ○ 入院患者の受療動向 

県全体で、１日１，８１６人の流出超過 
（２０１３年） 

３ 



構想区域の設定 

構想区域は地域保健医療計画に定める「二次保健医療圏」とする 

４ 



需要推計の結果 

○ 在宅医療等の必要量推計 ○ 入院患者の需要推計 

２０１３年 ２０２５年 ２０３５年

需要合計 35,811 46,086 49,881
高度急性期 3,543 4,145 4,232
急性期 10,625 14,007 14,892
回復期 10,701 15,044 16,288
慢性期 10,942 12,890 14,469

区　域

南　部 6,225 (4,408) 10,740 (7,518)

南西部 3,647 (2,136) 7,039 (3,935)

東　部 6,171 (3,476) 12,101 (6,628)

さいたま 10,814 (7,752) 18,785 (13,425)

県　央 2,628 (1,220) 4,874 (2,183)

川越比企 4,816 (2,469) 8,799 (4,105)

西　部 4,350 (1,833) 8,938 (3,244)

利　根 2,849 (967) 4,547 (1,492)

北　部 3,771 (2,000) 5,541 (2,802)

秩　父 881 (365) 1,008 (399)

合　計 46,152 (26,626) 82,372 (45,731)

２０１３年 ２０２５年

（ ）は全体のうち訪問診療分 
５ 

（人／日） 



圏域計 高度急性期 急性期 回復期 慢性期

南部 5,025 609 1,922 1,623 871

南西部 4,777 425 1,685 1,356 1,311

東部 8,935 831 2,783 2,734 2,587

さいたま 7,664 1,039 2,770 2,301 1,554

県央 3,534 344 1,273 1,120 797

川越比企 7,652 802 2,260 2,518 2,072

西部 7,951 694 2,249 2,370 2,638

利根 4,630 426 1,580 1,448 1,176

北部 3,442 327 1,258 1,066 791

秩父 600 31 174 181 214

機能計 54,210 5,528 17,954 16,717 14,011

需要推計を踏まえた必要病床数（２０２５年） 

○ 需要推計を踏まえた必要病床数推計 
（２０２５年） 

高度

急性期

平成２６年度
病床機能報告

49,062 7,736 23,992 3,702 13,067 565

２０２５年
必要病床数推計

54,210 5,528 17,954 16,717 14,011

差引 ▲ 5,148 2,208 6,038 ▲ 13,015 ▲ 944

全体 急性期 回復期 慢性期 無回答

○ 病床機能報告による病床数と 
必要病床数の比較 

※全体の差引（５,１４８床）には、第６次地域保健医療
計画において公募により整備予定の病床数を含まず。 

６ 

【参考】既存病床数 
（28.3月時点） 

50,893 



各構想区域（圏域）での検討における主な意見 

  

 急性期の医療需要は増加が見込まれており、急性期病床の充実を図る 

 各医療機関は自らが有する医療機能を明確にして機能分化を図り、医療機関間の連携を強化する 

 回復期の医療需要は２０２５年に向けて大幅な増加が見込まれており、地域包括ケア病棟等の回復期
病床の整備を推進する 

 病床整備に伴い必要となる医師、看護師等の医療スタッフの確保や養成を図る 

 地域連携クリティカルパスやＩＣＴを活用して、情報の共有化を図る 

 医療機能の分化・連携について、患者やその家族の理解を深めるための啓発を行う 

 

 
 

医療機能の分化・連携 

 

 訪問診療、訪問看護、看取りを２４時間で対応できる体制を構築するための必要な整備をする 

 急変時に対応可能なバックアップベッドの整備 

 在宅医療を担う医師の養成・確保 

 訪問看護ステーションの整備と看護師の養成・確保 

 訪問歯科診療体制の整備 

 患者とその家族に対して、在宅医療を行う際に活用できるサービスの周知を図るとともに、在宅での看
取りについて、地域住民も含めて理解を深めるための啓発を行う 

 老人保健施設やサービス付高齢者住宅などの福祉施設においても、在宅医療と看取りが可能な体制
を整備する 

在宅医療の充実 

○ 構想区域（＝二次保健医療圏）に設置している地域保健医療協議会において検討を行った 

７ 


